
地域活動として認められる事例
（※届出に係る薬剤師が関与していること）

地域活動として認められない事例

学校や教育委員会からの依頼に基づき、児童・学生の受け入れを行った場合。 ※薬剤師会の依頼により、薬学生の研修先となり、学生を受け入れた場合、又は
医療事務専門学校生の研修先となり、学生を受け入れた場合は、該当しない。

行政機関や地域医師会、歯科医師会、薬剤師会の協力のもとで実施している休日夜間薬局
としての対応、休日夜間診療所への派遣。

－

市立休日急患センターに合わせて開局した保険薬局（薬剤師会等の協力がないもの）で、地域活動を
目的に開局していることが確認できる場合（※ただし、届出に係る薬剤師の調剤実績がある場合に限
る）。

－

門前の医療機関が医師会の協力のもとで実施している休日当番医の日に、門前薬局がそれに合わせ
て開局する場合。

－

救急指定病院の周りの複数薬局が日曜、祝祭日に輪番制で開局した場合で、地域活動を目的に開局
していることが確認できる場合（※ただし、届出に係る薬剤師の調剤実績がある場合に限る）。

－

行政機関や学校等の依頼に基づく、薬と健康の週間、薬物乱用防止活動、注射針の回収（※ただし、
回収等の実績がある場合に限る）。

※ただし、薬局内でのポスター掲示や啓発資材の設置のみでは該当しない。

行政機関主催の禁煙教育実施事業や水銀添加廃製品回収事業（環境省モデル事業）に参加（※ただ
し、回収等の実績がある場合に限る）。

－

地域の行政機関から委嘱を受けて業務（学校薬剤師、市町村国民健康保険運営協議会、市町村介護
保険運営協議会等）を行っている場合。

－

自治体・薬剤師会が協力する「地域包括支援センター」が主催する住民への医療相談会等への参加
（行政機関、薬剤師会から直接の依頼等に基づかないもの）

※ただし、単に聴講のみの参加の場合は、該当しない。

市・薬剤師会が協力する「認知症対応薬局」（新オレンジプランに基づくもの）が行う、薬局店頭・近隣
公民館における小規模の説明会等（行政機関等から直接の依頼等に基づかないもの）を実施し、届出
に係る薬剤師が相談者又は説明者として関与した場合。

※ただし、広く住民に対して定期的に継続して行われていなければ、該当しない。

市・薬剤師会が協力する団体が主催する住民への医療相談会等（行政機関、薬剤師会から直接の依
頼等に基づかないもの）で、届出に係る薬剤師が相談者又は説明者として参加した場合。

※ただし、広く住民に対して定期的に継続して行われていなければ、該当しない。

認知症サポーター養成講座の主催者として参加した場合。 ※認知症サポーター養成講座の受講したのみでは、該当しない。

地域薬剤会主催の研修に講師等で主催者として参加した場合。 －

（参考）　かかりつけ薬剤師指導料及びかかりつけ薬剤師包括管理料に係る地域活動の事例
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地域活動として認められる事例
（※届出に係る薬剤師が関与していること）

地域活動として認められない事例

町内会から委嘱・依頼を受けて行った住民への医療相談会、説明会（主催　町内会）において、届出に
係る薬剤師が相談者又は説明者等で関与した場合。

※ただし、営業活動を含む場合は、該当しない。

国立大学が主催する住民への医療相談会、説明会等で、届出に係る薬剤師が相談者又は説明者とし
て参加した場合。

－

地域の行政機関や医療関係団体（都道府県の薬剤師会、医師会等）が主催する産業祭などで行うお
薬相談ブースへ参画（自治体主催の地域住民が対象）し、届出に係る薬剤師が相談者又は説明者等
で関与した場合。

－

薬剤師会が行う事業（実施期間は限定）で、薬局の店舗において血圧測定を行い、生活習慣病の健康
相談等を実施し、届出に係る薬剤師が相談者又は説明者として関与した場合。

※ただし、事業の周知のため薬局内にポスターを掲示しているのみでは、該当し
ない。

地域薬剤師会が行う事業で、店頭において血糖測定や血圧測定を行い、生活習慣病の健康相談、受
診勧奨を行うもの実施した場合。

※ただし、事業の周知のため薬局内にポスターを掲示しているのみでは、該当し
ない。

「薬と健康の週間」や「禁煙週間」、「薬物乱用防止活動」に併せて行う、各保険薬局（又は薬局のグ
ループ）が主催する、薬局店舗での住民向けの継続的に実施する説明会（参加住民が１店舗あたり１
０名程度のもの）を実施した場合（※ただし、届出に係る薬剤師が相談者又は説明者として関与した場
合に限る）。

※「薬と健康の週間」等における薬剤師会等より配布されたチラシを近隣住宅へ
配布したのみでは、該当しない。

保険医療機関の医療法人（病院又は診療所）が単独で主催する地域住民への説明会に、保険薬局の
保険薬剤師が講師として参画した場合。

※ただし、広く住民に対して定期的に継続して行われていなければ、該当しない。

地域ケア会議（薬剤師が市から依頼を受けて「地域ケア会議」の構成員となり、民生委員及び児童委
員協議会、地域包括支援センター、保健センター、ケアプランセンターらの職員で構成された会議）な
ど地域で多職種が連携し、定期的に継続して行われている医療・介護に関する会議への主体的・継続
的参加していることが確認できる場合。

※ただし、単発の会議の聴講のみの場合は該当しない。

－ 小・中学生を対象した体験型経済協力プログラム（市役所や銀行、新聞社、薬局
等の職場を再現し、生徒等がお金の流通や仕事を体験的に学んでいくもの。いろ
いろな業種を消費者・従業員の立場で体験するイベント）への協力は、該当しな
い。

－ 企業が主催する講演会、市民公開講座、薬剤師会の研修会、学会への出席につ
いては、聴講が主となるため該当しない。
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